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１．事業概要

（１）

① 給　水

㎥/日

㎥

② 施　設　

㎥／日

③ 料　金

＜料金表＞
（税込）

④ 組　織

＜組織体制＞

基本料金 特定料金

4,650

一 日 平 均 配 水 量 2,372給 水 先 事 業 所 数 6

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

60.5円/㎥

超過料金

27.5円/㎥

60.5円/㎥

27.5円/㎥

60.5円/㎥

27.5円/㎥　多気工業団地

　クリスタル工業ゾーン

給水区域

別添３－１

多気町工業用水道事業経営戦略

事業の現況

多気町工業用水道料金は、責任水量制（契約水量の全部又は一部を採用しなかった場合でも、契約水量まで使用したものと
みなして料金を負担する制度）を採用しています。
多気工業団地（平成7年4月1日給水開始）向け給水分は受水企業との協議に基づき設定しています。
クリスタル工業ゾーン（平成28年4月1日給水開始）向け給水分については工業用水道料金算定要領に基づき算定していま
す。なお、資産維持費は含めていません。

6,341

千ｍ

契 約 水 量 4,650

施 設 数

策 定 日 ：

年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

浄水場設置数

配水池設置数

供 用 開 始 年 月 日 平 成 7 （ 1995 ） 年 4 月 1 日

水 源

団 体 名 ：

事 業 名 ：

多気町

多気町工業用水道事業

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

現 在 配 水 能 力 7,000 ㎥／日

多気町では、上下水道課において水道事業、工業用水道事業、下水道事業（特定環境保全公共下水道・農業集落排水施設事業・特定地域排水処理施設
事業）の事務を行っています。
　経理係では、水道・工業用水道料金及び下水道使用料それぞれの検針、料金調定、徴収業務や各会計の経理業務を行っています。
　水道係では、水道・工業用水道施設の維持管理やそれに伴う修繕業務及び新規給水工事や水道管布設工事、施設更新工事等の工務を行っています。
　下水道係では、下水道施設の維持管理やそれに伴う修繕業務及び新規下水道接続工事や下水道管布設工事、浄化槽設置工事等の工務を行っていま
す。

平 成 28 （ 2016 ） 年 4 月 1 日

計 画 期 間 ：

2

～

管 路 延 長

契 約 水 量

表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他



（２）

（３） 経営分析

（R3） 千円 （R2） 千円 （R1）

（R3） 千円 （R2） 千円 （R1）

（R3） ％ （R2） ％ （R1）

（R3） ％ （R2） ％ （R1）

（R3） ％ （R2） ％ （R1）

（R3） ％ （R2） ％ （R1）

（R3） ％ （R2） ％ （R1）

２．将来の事業環境

（１）

（２）

経 常 収 支 比 率

固 定 資 産 に 対 す る
建 設 仮 勘 定 の 割 合

現 在 配 水 能 力 に 対 す る
契 約 率

134.66 116.90 　　　　　　　124.76　％

160.04

料 金 収 入

純 損 益

53,292 49,502

20,002 11,232 15,914　千円

※　経営分析に用いる指標については、総務省が毎年度公表している「工業用水道経営指標」等を参考に各団体、各施設の実情に応じて適切なものを選択すること。

料金収入の見通し

現 在 配 水 能 力 に 対 す る
施 設 利 用 率

料 金 回 収 率

【上記の指標等を踏まえた経営分析】
経常収支比率が100％を超えており健全な経営ができています。
料金収入については責任水量制の採用により安定した収益を確保できています。また、平成28年度に給水を開始したクリスタル工業ゾーンにおいて新規契
約企業が増えたことに伴い料金収入も増加しています。
一方で配水能力に対する契約率、施設利用率は低い水準となっています。水需用の増加が見込めいない中で、今後も費用の削減に努めながら健全な経
営を行っていく必要があります。

49,527　千円

これまでの主な経営健全化の取組

責任水量制を採用し、使用水量に関わらず契約した水量で料金を決定することにより、安定した収益を確保することで経営の安定を図っています。
また、給水開始当初から工業用水道専任の職員配置はなく、水道施設と共同の維持管理体制を執ることで経費の節減に努めています。

水需要の予測

129.30 　　　　　　　147.28　％

0.00 0.00 　　　　　　 　　0.00　％

64.29 58.57 　　　　　  　　58.57　％

37.41 37.06 　　　　　　　　35.00　％

平成28年度にクリスタル工業ゾーンへ給水を開始して以降、受

水企業の増加に伴い契約水量及び使用水量も増加しています。

今後の水需用の予測については、クリスタル工業ゾーンへの企

業立地が終了したことから大きな増加は見込めません。

契約水量、使用水量ともに令和4年度と同水準が続くと予測して

いますが、受水企業の状況によっては減少することも考えられま

す。

料金収入についても、平成28年にクリスタル工業ゾーンへ給水

を開始したことにより増加しています。その後も超過水量の使用

により毎年多少の増減はあるものの、契約水量の増加に伴って

推移しています。

今後の予測においては、責任水量制のため、現行の料金水準

で上記の契約水量の予測に基づき算定しています。



（３）

（４）

３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

　工業用水道法による「工業用水の豊富低廉な供給を図り、もって工業の健全な発達に寄与すること」を目標に受水企業への供給を行っていきます。
工業用水を供給することにより企業の業績を支えるとともに、地域経済の発展、雇用の創出につなげていくことが求められます。今後も施設及び設備の適切
な維持管理を行い、工業用水の安定した供給に努めていきます。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

・職員給与費：現在の人員が継続する前提で定期昇給分を見込み計上しています。

・動力費：過去の実績（平成29年度から令和3年度の5か年）を基に、物価高騰や電気料金の上昇分を見込んで計上しています。

・修繕費：過去の実績（平成29年度から令和3年度の5か年）を基に、施設や設備の老朽化に伴う増加を見込んで計上しています。

・委託料：過去の実績（平成29年度から令和3年度の5か年）を基に、地下水位観測業務等を計上しています。

・減価償却費：計画期間内での新規投資は実施しないため、既存施設に係る減価償却費を計上しています。

・その他の経費については、過去の実績（平成29年度から令和3年度の5か年）を基に、おおむね現状と同程度を見込んで計上しています。

施設の見通し

　平成6年に施設整備を行い、平成22年にポンプや機械設備等の大規模改修を行いました。また、平成27・28年にクリスタル工業ゾーンへの拡張工事を行
いました。
今後も適切に維持管理や部分補修を行いながら長寿命化を図っていくとともに、管路が法定耐用年数を迎える前に更新計画を策定し安定供給できるように
します。

・取水井、取水ポンプ棟、送水ポンプ井、送水ポンプ棟　平成6年築造
・取水ポンプ　　2台　平成27年の拡張工事時に更新済み
・送水ポンプ　　2台　平成22年の大規模改造時に更新済み、1台　平成28年の拡張工事時に新設
・取水ポンプ場、送水ポンプ場電気計装　　平成22年の大規模改修時に更新、平成27年の拡張工事時に新設、改造
・中継ポンプ　　2台　平成27年拡張工事時に新設
・非常用自家発電機　3台　平成27年拡張工事時に新設
・中継ポンプ棟、受水槽、配水池　平成27年築造
・導水管　φ350㎜　平成6年布設
・送水管　φ500㎜　平成6年布設　φ250㎜　平成26～27年布設
・配水管　φ250㎜～150㎜　平成26年布設

目 標
・計画期間内での投資はありませんが、適切な維持管理を行い施設の長寿命化を図ります。

・他会計借入金について計画どおり償還していきます。

目 標
・現状の責任水量制の料金体系を維持し、安定した給水収益を確保します。

・自主財源による健全な経営を行い、計画期間内の継続的な黒字（経常収支比率100％以上）を維持します。

②　収支計画のうち財源についての説明

　
　計画期間内においては、大部分の施設が更新時期を迎えていないため投資は予定していません。引き続き適正な維持管理を行い長寿命化を図ります。
また、クリスタル工業ゾーンを整備するにあたり、平成28年度に他会計（一般会計）から借り入れた390,000千円の借入金があり、毎年度10,000千円の償還を
しています。今後も計画どおり償還していきます。

・料金
　現状の責任水量制の料金体制を維持し、今後も契約水量の増減がないものとして現在の料金水準で給水収益を計上しています。

組織の見通し

　上下水道課において水道、工業用水道、下水道の各料金、維持管理、工事の業務を行っており、今後も体制に変更はありません。
定期的な人事異動があるため、専門知識や技術を持った職員の配置・育成が課題となります。

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資についての検討状況等

②　財源についての検討状況等

③　投資以外の経費についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

委託による事務経費の節減について検討していきます。

特にありません。

今後も上下水道課職員1名の給与を計上します。

効率的な施設の運転管理を行い、経費節減に努めます。

適切な維持管理に基づき、長寿命化に必要な修繕を行います。

職 員 給 与 費

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

特にありません。

そ の 他 の 取 組 特にありません。

企 業 債

*　遊休資産の売却や貸付、債券運用の導入、小水力発電や太陽光発電など

委 託 料

修 繕 費

毎年度進捗管理を実施するとともに、5年後を目途に計画を評価し、実績と大きな乖離が生じた場合は計画の更新
を行います。
また、経営状況が著しく変化した場合は随時見直しを行います。

施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等 の
投 資 の 平 準 化

適切な維持管理により長寿命化を図ります。

施 設 の 共 用 化 近隣に共用可能な施設がないため検討していません。

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

資産の有効活用等（*）による
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組 特にありません。

現在のところ予定ありません。

現在のところ予定ありません。

現在のところ予定ありません。民 間 の 資 金 ・ ノ ウ ハ ウ 等 の 活 用
（ PFI ・ DBO の 導 入 等 ）

そ の 他 の 取 組

現在の責任水量制の料金体系を維持し、収益の確保に努めます。

繰 入 金

現在のところ予定ありません。

今後の水需用の動向を踏まえ、施設更新時に検討します。

動 力 費

※　投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　　 また、（１）において、純損益が計画期間内の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向けた取組の方向性、
　検討体制・スケジュール等について記載する必要があること。



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． (A) 53,292 59,317 58,497 58,497 58,497 58,497 58,497 58,497 58,497 58,497 58,497 58,497
(1) 53,292 59,317 58,497 58,497 58,497 58,497 58,497 58,497 58,497 58,497 58,497 58,497
(2) (B)
(3)

２． 24,113 23,534 23,534 23,534 23,509 22,059 20,964 20,734 20,734 20,734 20,734 20,722
(1)

(2) 24,103 23,524 23,524 23,524 23,499 22,049 20,954 20,724 20,724 20,724 20,724 20,712
(3) 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10

(C) 77,405 82,851 82,031 82,031 82,006 80,556 79,461 79,231 79,231 79,231 79,231 79,219
１． 58,071 63,817 65,032 65,250 65,383 64,111 62,658 62,062 62,315 62,576 62,845 63,080
(1) 3,723 8,521 8,538 8,555 8,572 8,589 8,606 8,623 8,640 8,657 8,674 8,691

2,141 4,878 4,888 4,898 4,908 4,918 4,928 4,938 4,948 4,958 4,968 4,978

1,582 3,643 3,650 3,657 3,664 3,671 3,678 3,685 3,692 3,699 3,706 3,713
(2) 15,963 17,903 19,121 19,322 19,529 19,743 19,963 20,190 20,426 20,670 20,922 21,182

7,725 10,588 10,641 10,694 10,747 10,801 10,855 10,909 10,964 11,019 11,074 11,129
2,495 1,205 2,339 2,456 2,579 2,708 2,843 2,985 3,134 3,291 3,456 3,629

5,743 6,110 6,141 6,172 6,203 6,234 6,265 6,296 6,328 6,360 6,392 6,424
(3) 38,385 37,393 37,373 37,373 37,282 35,779 34,089 33,249 33,249 33,249 33,249 33,207

２． 350 340 330 320 310 300 290 280 270 260 250 240
(1) 350 340 330 320 310 300 290 280 270 260 250 240
(2)

(D) 58,421 64,157 65,362 65,570 65,693 64,411 62,948 62,342 62,585 62,836 63,095 63,320
(E) 18,984 18,694 16,669 16,461 16,313 16,145 16,513 16,889 16,646 16,395 16,136 15,899
(F)
(G)
(H)

18,984 18,694 16,669 16,461 16,313 16,145 16,513 16,889 16,646 16,395 16,136 15,899
(I) 30,002 28,688 13,466
(J) 305,447 328,024 335,039 355,349 375,445 395,320 414,968 434,382 453,553 472,473 491,134 509,528

(K) 16,293 16,853 16,832 16,659 16,659 16,659 16,659 16,659 16,659 16,659 16,659 16,659
10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

4,774 5,047 5,022 4,948 4,948 4,948 4,948 4,948 4,948 4,948 4,948 4,948
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 53,292 59,317 58,497 58,497 58,497 58,497 58,497 58,497 58,497 58,497 58,497 58,497

(N)

(O)

(P)

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

令和6年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

本年度

営 業 収 益



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１．

２．

３．

４．

５．

６．

７．

８．

９．

(A)

(B)

(C)

１．

２．

３． 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

４．

５． 356

(D) 10,356 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

(E) 10,356 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

１． 356

２．

３．

４． 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

(F) 10,356 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

(G) 340,000 330,000 320,000 310,000 300,000 290,000 280,000 270,000 260,000 250,000 240,000 230,000

(H)

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

令和14年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度令和6年度本年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和13年度

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

計

そ の 他

令和11年度 令和12年度 令和13年度

他 会 計 負 担 金

令和14年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

本年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度



経営比較分析表／団体全体（令和3年度決算）
三重県　多気町

【事業概要】

グラフ凡例
法適用 工業用水道事業 7,000 極小規模 1 2,619 ■ 当該団体値（当該値）

業務名 業種名 現在配水能力(合計)(m
3
/日) 類似団体区分 施設数 １日平均配水量(m

3
)

類似団体平均値（平均値）

- 72.2 5 4,500 非設置 【】 令和3年度全国平均

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 給水先事業所数 契約水量(m
3
/日) 管理者の情報 －

H29R02 R03 H29

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

経常収支比率が100％を超えており、累積欠損金も
なく健全な経営ができています。また、流動比率も
高く短期的な債務に対する支払能力も十分であると
いえます。
企業債残高はありませんが、他会計借入金があるた
め今後返済していく財源を確保していく必要があり
ます。
給水に係る費用がどの程度給水収益で賄えているか
を示す料金回収率は類似団体や全国平均を大きく上
回っていますが、給水原価は類似団体は上回ってい
るものの全国平均よりは高い水準にあります。今後
も費用の削減に努めていく必要があります。

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 125.92 125.75 124.76 116.90

H30 R01

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00当該値 1,337.36 1,555.99 1,599.16 1,801.67 1,874.60

H30 R01 R02 R03 H29H30 R01 R02 R03

132.55 134.69平均値 113.67 110.79 108.76 110.19 113.73

当該値当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00134.66

平均値 514.66 504.81 498.01 490.39 475.44平均値 730.25 868.31 732.52 819.73 834.05平均値 118.97 121.15 125.80

2. 老朽化の状況について

有形固定資産の減価償却がどの程度進んでいるかを
表す有形固定資産減価償却率は類似団体、全国平均
を下回っています。
今後も施設の長寿命化のために適切な維持管理を
行っていきます。

H29 H30 R01 R02 R03 H29 H30 R01 R02 R03

当該値 148.60 149.30 147.28 129.30 160.04

H30 R01 R02 R03 H29H30 R01 R02 R03 H29

61.43 58.57 58.57 58.57 64.29当該値 35.81 35.66 35.00 37.06 37.41

50.56 49.40平均値 95.99 94.91 90.22 90.80 93.49

当該値当該値 37.97 36.71 37.49 40.43 34.83

2. 老朽化の状況

平均値 50.28 51.42 50.90 49.05 50.94平均値 35.24 35.22 34.92 34.19 36.65平均値 44.55 47.36 49.94

全体総括

令和3年度中に新たに1件の新規事業所への給水を開
始し、給水件数は令和3年度末で5件となっていま
す。
現在は工業用水道の安定供給のための維持管理業務
が中心となっています。今後も契約先の需要に合わ
せた供給と、施設及び設備の適切な維持管理を行い
ながら健全な経営の継続に努めていきます。

H29 H30 R01 R02 R03 H29 H30 R01 R02 R03

当該値 33.73 36.56 39.37 42.00 44.39

H30 R01 R02 R03 H29

0.00 0.00 0.00当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 53.40 53.49 54.30 55.32 55.08

当該値 0.00 0.00

平均値 0.13 0.02 0.06 0.09 0.40平均値 3.46 3.28 4.66 7.35 7.60
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0.00

100.00

200.00

300.00

400.00

500.00

600.00

④企業債残高対給水収益比率(％)
【233.92】

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

160.00

180.00

⑤料金回収率(％)
【112.31】

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

⑥給水原価(円)
【19.07】

32.00

33.00

34.00

35.00

36.00

37.00

38.00

⑦施設利用率(％)
【54.01】

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

⑧契約率(％)
【76.67】

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

160.00

②累積欠損金比率(％)
【23.68】

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

160.00

①経常収支比率(％)
【117.41】

1 / 1


